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第１章 岡山県建築行政マネジメント計画の位置づけ 

 

第１ 計画策定の趣旨 

  

 本県では、「建築行政マネジメント計画策定指針の制定について（技術的助言）」（平

成 22 年５月 17 日付け国住指第 655 号）に基づき、平成 23 年３月に「岡山県建築行政マネ

ジメント計画」（以下、「マネジメント計画」という。）を策定したのち、「建築行政マ

ネジメント計画策定指針の改定について（技術的助言）」（平成 27 年２月 20 日付け国住

指第 4428 号）により、平成 27 年６月にマネジメント計画を改定した。 

また、令和２年 11 月には、「建築行政マネジメント計画策定指針の改定について（技

術的助言）」（令和２年２月５日付国住指第 3643 号）に基づき、それまで各特定行政庁で

策定していたマネジメント計画を県内特定行政庁、指定確認検査機関、警察・消防等の関

係機関及び関係団体で組織する「岡山県建築行政マネジメント推進協議会」により新たに

策定し、建築確認から完了検査までの建築規制の実効性の確保や、違反建築物等への対策

の徹底など、建築物の安全・安心の確保のための各種施策に取り組んできたところである。

これにより、県内特定行政庁、指定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関におい

ては、計画策定当初から約 15 年が経過したことで、確認審査・中間検査・完了検査の円滑

かつ適確な実施をはじめ、マネジメント計画等に基づく取組が一定程度定着してきたとこ

ろである。 

また、近年の建築行政の分野においては、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第69 号）、

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律（令和５年法律第58号、令和６年法律第53号）が成立するなど、社会情勢の変化等に

対応できるよう、制度の見直しがなされているところである。 

 こうした状況の変化に加えて、現行のマネジメント計画が令和６年度末に計画期間を終

えたことを受け、マネジメント計画を見直すこととした。 

 今回の見直しでは、「建築行政マネジメント計画策定指針の改定について（技術的助言）」

（令和７年３月 11 日付け国住指第 415 号）を参考に、現行のマネジメント計画の内容を

基本としつつ、これに新たな制度改正の内容や、近年発生した建築物に係る事故への対応

などを反映したものとしている。 

 このようにマネジメント計画は、円滑な経済活動の確保を前提としつつ、建築物の安全

性を確保するための計画であり、これに基づき、効果的な建築行政の取組を進めてゆく。 

 

〔参考〕過去のマネジメント計画 

 平成 23 年３月策定（各特定行政庁） 

 平成 27 年６月改定（各特定行政庁） 

 令和２年 11 月策定（岡山県建築行政マネジメント推進協議会） 
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第２ 計画の策定 

  

 マネジメント計画は、「岡山県建築行政マネジメント推進協議会」が策定する。 

 

第３ 計画の運用期間 

  

 マネジメント計画（令和８（2026）年２月改定）の実施期間は、令和 11 年度末までとす

る。なお、期間満了後も新たな計画を定めるまでの間は、なおその効力を有する。 

 

第４ 計画の対象範囲 

  

 マネジメント計画は、建築基準法、建築士法に規定された建築物の安全に関する性能の

確保及び向上に係る制度等を対象とする。 

 

第５ 計画の公表 

  

 マネジメント計画については、ホームページ等で広く公表するとともに、必要に応じて、

説明会等により関係者に周知する。 

 

第６ 取組の見直しと継続的改善 

  

 マネジメント計画は、社会経済情勢の変化や国等の施策の状況により、計画期間中であ

っても、必要に応じて地域の実情を踏まえた見直しを行うなど、マネジメント計画の継続

的な改善を図ることとする。 
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第２章 取組事項（現状、目標及び取組） 

 

注）表記について 

特定行政庁 

県内特定行政庁 

・岡山県 

・岡山市 

・倉敷市 

・津山市 

・玉野市 

・笠岡市 

・総社市 

・新見市 

指定確認検査機関
 

県内を主な業務区域とする指定確認検査機関 

・岡山県建築住宅センター株式会社 

・日本ＥＲＩ株式会社岡山支店 

・ハウスプラス中国住宅保証株式会社岡山支店 

・株式会社西日本住宅評価センター岡山支店 

・有限会社広島県東部建築確認センター 

指定構造計算適合性判定機関
 

県知事が委任した指定構造計算適合性判定機関 

・株式会社建築構造センター 他10社 

（令和６年６月２日時点） 

岡山県建築行政会議 

県内特定行政庁及び県内を主な業務区域とする指定 

確認検査機関により構成し、相互の連絡調整等を通 

じて建築行政の円滑な運営を行う組織。 

日本建築行政会議
 

全国の特定行政庁、指定確認検査機関、指定構造計 

算適合性判定機関、指定認定機関及び指定性能評価 

機関により構成し、相互の情報交換及び基準の整備・ 

運用等を行う組織。 

建築主事等 
特定行政庁の建築主事及び建築副主事、指定確認検査

機関の確認検査員及び副確認検査員 
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第１ 建築確認から検査までの建築規制の実効性の確保 

 

１ 迅速かつ適確な建築確認審査の徹底 

 

 （１）趣旨 

円滑な経済活動の実施を確保しつつ、建築確認の実効性を確保するため、迅速かつ

適確な建築確認審査を推進するものとし、特に、令和４年の建築基準法改正において、

建築確認の対象となる建築物の規模等が見直されたことを踏まえ、改正前の建築基準

法第６条第１項第４号に該当する建築物及び都市計画区域等の区域外における木造の

階数２以下かつ延べ面積 500 ㎡以下の建築物（以下、「旧４号建築物等」という。）

から改正後の建築基準法第６条第１項第２号に該当する建築物（以下「新２号建築物」

という。）となるものの建築及び大規模の修繕・大規模の模様替にかかる確認審査を

迅速かつ適確に遂行することを目指す。 

 

 （２）現状 

本県における現在の建築確認審査の流れは、次のとおりである。 

 

【特定行政庁】 

    受付 －－－→ 確認審査 －－－－→ 確認済証交付 

 

     消防同意※１          構造計算適合判定通知書（又はその写し）※２ 

                   省エネ適合判定通知書等（又はその写し）※３ 

   【指定確認検査機関】 

受付 → 確認審査 → 消防同意－－－→ 確認済証交付 

               

                    構造計算適合判定通知書（又はその写し）※２ 

                  省エネ適合判定通知書等（又はその写し）※３ 

 

※１ 消防同意を要する物件の場合、確認審査と消防同意は並行審査を行ってい

る。 

    ※２ 構造計算適合性判定を要する物件の場合、建築主事等は判定結果と自らの

確認審査の結果をもとに、建築主に対して確認済証を交付する。 

    ※３ 原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合が義務化され、建築主事等

は判定等の結果と自らの確認審査の結果をもとに、建築主に対して確認済証

を交付する。 

       なお、仕様基準等の場合は、判定が不要となる。 

 

   また、改正建築基準法が令和７年４月１日に施行されて以降、県内では建築確認申

請の審査待ちが多数蓄積するなど業務が逼迫しており、円滑な経済活動の実施に影響

を及ぼしている。 
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 （３）目標 

円滑な経済活動の実施を確保しつつ、建築確認の実効性を確保するため、令和４年

の建築基準法改正を踏まえた迅速かつ適確な建築確認審査及び構造計算適合性判定

を実施することを目標とする。 

 

 （４）取組 

  【特定行政庁、指定確認検査機関が実施する事項】 

   ア 建築確認手続きの周知 

（ア）建築確認手続き、特に、令和４年の建築基準法改正において、建築確認の

対象となる建築物の規模等が見直されたことを踏まえ、旧４号建築物等から

新２号建築物となるものの建築及び大規模の修繕・大規模の模様替の手続き

に係る周知を行う。 

（イ）令和４年の建築基準法改正に伴い建築確認手続きにおいて必要となる書類

等の周知を徹底する。 

（ウ）既存建築物の増築、改築、移転、大規模の修繕・大規模の模様替をしよう

とする場合、建築確認手続きを行う前に、「既存建築物の現況調査ガイドラ

イン」に基づく調査が必要であることを周知する。 

（エ）構造計算適合性判定の対象建築物の周知を行う。 

（オ）建築確認と構造計算適合性判定の並行審査においては、申請者が責任を持

って、建築確認及び構造計算適合性判定の申請図書の整合を図る必要がある

ことを周知徹底する。 

（カ）原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合が義務づけられていること 

についての周知を行う。 

（キ）建築確認と省エネ適合性判定の並行審査においては、申請者が責任を持っ

て、建築確認及び省エネ適合性判定の申請図書の整合を図る必要があること

を周知徹底する。 

（ク）令和４年の建築基準法改正を踏まえた、木造一戸建て住宅の壁量計算等の

見直しに関する内容について、周知を行う。 

イ 確認申請書の受付時の審査の徹底 

（ア）申請書の受付時点で、①申請書に記載すべき事項が欠落していないか、②

図書の整合性がとれているか、③法適合上、大きな問題がないか等を確認す

る。 

    （イ）以下のような申請書は、適正なものとは認めないこととする。 

ａ 申請書に記載すべき事項及び設計図書に明示すべき事項等が大幅に欠落

しており、建築計画が確定しているとは認められないもの。 

ｂ 設計図書間の不整合が多数あり、審査の実施が困難なもの。 

ウ 審査方法（審査手順・申請者とのやりとり方法を含む。）の改善 

（ア）補正や追加説明書の提出を求める場合にあっては、相当の期限を定めて補

正等の書面の交付を行う。相当の期限は、概ね２週間以内とし、状況に応じ

て個別に設定するものとする。 
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（イ）補正等の書面の交付、法定通知の交付及び審査期間の考え方等については、

「建築確認手続き等の運用改善マニュアル」によるものとする。 

（ウ）消防同意が必要な物件については、受付の後、速やかに建築主事の審査と

消防同意審査との並行審査を行う。（特定行政庁） 

（エ）申請受付処理システムを利用した電子申請を積極的に利用してもらい、事

務処理の効率を図る。（指定確認検査機関） 

（オ）確認審査等に関する指針（平成 19 年国土交通省告示第 835 号）に基づき

円滑かつ適確な確認審査を実施する。 

エ 指定構造計算適合性判定機関との相互の情報交換等による連携の確保 

（ア）指針告示（確認審査等に関する指針（平成 19 年国土交通省告示第 835 号）） 

      に従って構造審査を行い、申請者に審査の指摘事項を連絡する際、指定構造 

      計算適合性判定機関と双方の指摘事項を連絡するなど、必要に応じて調整す 

      る。 

（イ）申請者との間で、補正や追加説明書の申請図書等について事前調整を行う 

      際、指定構造計算適合性判定機関と双方の指摘事項を確認し、必要に応じて 

      調整する。 

オ 岡山県建築行政会議において、特定行政庁及び指定確認検査機関で積極的な情

報交換や意見交換を行い、建築確認手続きに係る問題点の検討や円滑化のための

方策を協議し、円滑な確認審査の実施に努める。 

カ 物件毎の進捗管理 

    （ア）建築主事等は、円滑な確認審査の推進のため、確認図書を受付した時点か 

      ら、物件毎の審査の進捗状況を適切に管理する。 

（イ）審査に時間を要するものについては、その対応策を検討する。 

キ 審査担当者への指導等の取組方針 

（ア）岡山県が主催する特定行政庁を含めた審査担当者向けの勉強会に参加する。

（特定行政庁） 

（イ）建築主事等が中心となり、必要に応じて確認検査員及び審査担当者との審

査方法に関する情報交換、意見交換の場を設ける。（指定確認検査機関） 

（ウ）審査担当者は、審査技術向上のため、計画的に講習会や研修会等に参加す 

      ると共に、特に、令和４年の建築基準法改正を踏まえた、木造一戸建て住 

      宅の壁量計算等の見直しに関する改正内容について、審査技術向上を図る。 

    （エ）岡山県建築行政会議や日本建築行政会議の検討結果などを参考にして、申

請書や図面の記載事項及び審査事項のバラツキの抑制を図る。 

   ク ホームページで現在の審査状況（待ち時間）やチェックシート等の公表に努め、

確認審査の円滑化を図る。 

  【指定構造計算適合性判定機関が実施する事項】 

   ア 構造計算適合性判定手続きの周知 

    （ア）構造計算適合性判定手続き及び法改正に伴う手続きの変更に係る周知を行

う。 

    （イ）構造計算適合性判定の対象建築物の周知を行う。 
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（ウ）構造計算適合性判定と建築確認の並行審査においては、申請者が責任を持

って、構造計算適合性判定及び建築確認の申請図書の整合を図る必要がある

ことを周知徹底する。 

イ 構造計算適合性判定申請書の受付時の審査の徹底 

（ア）申請書の受付時点で、①申請書に記載すべき事項が欠落していないか、②

図書の整合性がとれているか、③法適合上、大きな問題がないか等を確認す

る。 

    （イ）以下のような申請書は、適正なものとは認めないこととする。 

ａ 申請書に記載すべき事項及び設計図書に明示すべき事項等が大幅に欠落

しており、建築計画が確定しているとは認められないもの。 

ｂ 設計図書間の不整合が多数あり、審査の実施が困難なもの。 

ウ 判定方法（判定手順・申請者とのやりとり方法を含む。）の改善 

（ア）補正や追加説明書の提出を求める場合にあっては、相当の期限を定めて補 

      正等の書面の交付を行う。相当の期限は、概ね２週間以内とし、状況に応じ 

      て個別に設定するものとする。 

（イ）補正等の書面の交付、判定結果の交付及び判定期間の考え方等については、 

      「建築確認手続き等の運用改善マニュアル」によるものとする。 

（ウ）確認審査等に関する指針（平成 19 年国土交通省告示第 835 号）に基づき

円滑かつ適確な構造計算適合性判定を実施する。 

エ 建築主事等との相互の情報交換等による連携の確保 

（ア）申請者に判定の指摘事項を連絡する際、建築主事等と双方の指摘事項を連

絡するなど、必要に応じて調整する。 

（イ）申請者との間で、補正や追加説明書の申請図書等について事前調整を行う

際、建築主事等と双方の指摘事項を確認し、必要に応じて調整する。 

オ 物件毎の進捗管理 

（ア）円滑な構造計算適合性判定の推進のため、申請図書を受付した時点から、

物件毎の判定の進捗状況を適切に管理する。 

（イ）判定に時間を要するものについては、その対応策を検討する。 

（ウ）毎月、各物件の判定状況、平均総判定日数及び平均実判定日数等を記録し、

判定体制や判定方法に関する改善の余地の有無について検証する。 

カ 判定担当者への指導等の取組方針 

（ア）常勤判定員が中心となり、必要に応じて非常勤判定員及び他職員との判定 

           方法に関する情報交換、意見交換の場を設ける。 

（イ）判定担当者は、判定技術向上のため、計画的に講習会や研修会等に参加す

る。 

    （ウ）非常勤判定員が判定する場合は、常に常勤判定員がチェックをし、指摘事 

      項のバラツキを小さくする。また、必要に応じて判定担当者間で協議を行い、 

      情報を共有し、構造計算適合性判定に当たっての運用の明確化、統一を図る。 

【岡山県が実施する事項】 

ア 岡山県建築行政会議、講習会及び研修会等を開催すると共に、会議等において、
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岡山県、特定行政庁、指定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関で積極

的な情報交換や意見交換を行い、確認審査の逼迫への対応等、建築確認手続きに

係る問題点の検討や円滑化のための方策を協議し、円滑な確認審査及び構造計算

適合性判定の実施に努める。 

イ 岡山県建築行政会議や日本建築行政会議の検討結果などの情報共有を行い、各

審査機関毎の審査内容のバラツキの抑制が図られるように努める。 

 

２ 中間検査・完了検査の徹底 

 

 （１）趣旨 

   建築物の安全性確保と違反建築物の発生を防止するため、施工時において建築基準 

  関係規定への適合を確保することが重要である。このため、法第７条の３又は第７条 

  の４に規定する中間検査及び法第７条又は第７条の２に規定する完了検査の受検の更 

  なる徹底を図る必要性があり、検査受検率の向上について重点的に取り組む。 

また、令和４年の建築基準法改正において、旧４号建築物等から新２号建築物

となるものについて、法第７条の５に基づく検査の特例がなくなり、全ての建築

基準関係規定への適合を検査することとなったことを周知するとともに、円滑化

に向けた取組を実施する。 

さらに、業務効率化・生産性向上を通じ、より適確な検査の実施を図るため、

「デジタル技術を活用した建築基準法に基づく完了検査の立ち会いの遠隔実施

について」（令和４年５月９日付国住指第 1616 号）及び「デジタル技術を活用

した建築基準法に基づく完了検査及び中間検査の遠隔実施について」（令和６年

４月 16 日付国住指第 60 号）を踏まえ、リモート検査の積極的な導入に努める。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の完了検査率の状況は、次のとおりである。 

完了検査率 (建築基準法第 16 条の報告統計による参考値) 

 平成14年度  令和3年度 令和4年度 令和5年度 

全国平均 67.6 ％  89.6％ 95.7％ 97.0％ 

県全体 63.5 ％ ・・・ 85.1％ 87.2％ 86.6％ 

   ※各年度の検査済証交付件数を各年度の確認件数で除すことにより算定 

 

（３）目標 

ア 令和１１年度末の完了検査率として 100%を目指す。 

イ 適確な中間検査・完了検査の実施を行う。 

 

（４）取組 

 【特定行政庁が実施する事項】 

  ア 確認済証交付の際に、建築主宛てに完了検査の受検を励行するリーフレットを配
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布する。 

  イ 中間検査、完了検査時において工事監理者の立会を求め、工事監理の状況を確 

    認し、適正な工事監理の重要性が認識されるよう必要な指導を行う。 

  ウ 指定確認検査機関、一般社団法人岡山県建築士会及び一般社団法人岡山県建築 

    士事務所協会、その他の関係機関と連携し、検査受検及び検査に必要な書類の周 

    知に努める。 

  エ リモート検査の導入に努める。 

  【指定確認検査機関が実施する事項】 

   ア 中間検査、完了検査時において工事監理者の立会を求め、工事監理の状況を確

認し、適正な工事監理の重要性が認識されるよう必要な指導を行う。 

   イ リモート検査の導入に努める。 

 

３ 工事監理業務の適正化とその徹底 

 

 （１）趣旨 

   建築物の安全性の確保及び質の向上のためには、工事監理者が選定され、当該工事 

  監理者による適切な工事監理業務が行われることが重要である。このため、工事監理 

  ガイドライン、基礎ぐい工事における工事監理ガイドライン及び賃貸共同住宅に係る 

  工事監理ガイドラインに基づき、工事監理業務の適正化とその徹底のための取組を行 

  う。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の工事監理業務の適正化の取組状況は、次のとおりである。 

   ア 建築確認申請書への工事監理者の記載を徹底する。 

   イ 中間検査申請書及び完了検査申請書の各第四面の「工事監理の状況」の記載事 

    項について指導する。 

   ウ 建築士事務所の立入検査の際に、建築主への工事監理報告書の提出義務につい 

    て周知する。 

 

 （３）目標 

   適正な工事監理業務の実施のため、工事監理業務の周知徹底を目指す。 

 

 （４）取組 

  【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 建築確認申請時の工事監理者の記載について、更なる周知徹底を図る。 

   イ 中間検査申請書及び完了検査申請書の各第四面の「工事監理の状況」の記載事 

    項について指導・助言を行い、工事監理者に対し、適正な工事監理業務の認識に 

    ついて更なる周知徹底を図る。 

   ウ 工事監理報告書の提出義務について、更なる周知徹底を図る。 

   エ 工事監理ガイドライン、基礎ぐい工事における工事監理ガイドライン及び賃貸 
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    共同住宅に係る工事監理ガイドラインの周知により、更なる適切な工事監理方法 

    の普及に努める。 

  【指定確認検査機関が実施する事項】 

   ア 建築確認申請時の工事監理者の記載について、更なる周知徹底を図る。 

   イ 工事監理状況報告書の提出義務について更なる周知徹底を図る。 

   ウ 工事監理ガイドライン、基礎ぐい工事における工事監理ガイドライン及び賃貸 

    共同住宅に係る工事監理ガイドラインの周知により、更なる適切な工事監理方法 

    の普及に努める。 

 

４ 建築確認申請等の電子化の推進 

 （１）趣旨 

   建築関係手続きの一層の効率化により、台帳入力などの事務作業に要する時間を短

縮することで審査のより適確な実施を図るため、特定行政庁及び指定確認検査機関は、

建築確認の電子申請の受付や確認審査報告の電子化への対応を進める。建築確認の電

子申請の受付への対応を行っていない特定行政庁・指定確認検査機関にあっては、一

般財団法人建築行政情報センターが令和７年４月に供用開始した「電子申請受付シス

テム」の活用を検討する。 

 

 （２）目標 

   建築確認の電子申請の受付への対応を進める。 

 

（３）取組 

  【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 建築確認の電子申請の受付体制の構築を推進する。（事前協議を含む） 

   イ 確認審査報告の電子化を推進する。 

  【指定確認検査機関が実施する事項】 

ア 建築確認の電子申請の受付体制の構築を推進する。（事前協議を含む） 

イ 確認検査業務規程において、電子申請の実施に関し必要な事項を規定する。 

ウ 確認審査報告の電子化を推進する。 

 

第２ 指定確認検査機関・建築士事務所等への指導・監督の徹底 

 

１ 指定確認検査機関等に対する指導・監督の徹底 

  

 （１）趣旨 

確認検査等の主要な役割を担う指定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関

における適確な確認審査・検査及び構造計算適合性判定を確保するため、指定確認検

査機関及び指定構造計算適合性判定機関に対する指導・監督を徹底する。 
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 （２）現状 

本県における現在の指定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関に対する指

導・監督の状況は、次のとおりである。 

   ア 県内に事務所を設置して業務を行っている指定確認検査機関は、令和７年３月

31 日時点で４機関であり、そのうち県が指定したのは１機関である。また、指定

構造計算適合性判定機関としては  11 機関に委任しており、そのうち、県内に事

務所を構えて 2,000 ㎡以下の判定ができるのは １機関である。 

   イ 主に県内を業務エリアとして業務を行っている指定確認検査機関については年 

    １回の立入検査を実施し、また、岡山県建築行政会議への参加により、県内の建 

    築確認検査業務の統一的な運用が行えるように取り組んでいる。 

 ウ 指定構造計算適合性判定機関についても、県が指定した際は年１回の立入検査

を実施し、適宜情報交換を実施することで、円滑な構造計算適合性判定業務の推

進に取り組んでいる。 

 

 （３）目標 

   指定確認検査機関の確認検査業務及び指定構造計算適合性判定機関の構造計算適合 

  性判定業務の公正かつ適確な業務実施を確保するため、指定確認検査機関及び構造計 

  算適合性判定機関に対する指導・監督を徹底する。 

 

 （４）取組 

  【岡山県が実施する事項】 

   ア 主に県内を業務エリアとして業務を行っている指定確認検査機関については引 

    き続き、年１回以上の立入検査を実施するとともに、申請図書の抜き取り   

    調査等を実施することで、確認検査業務に対する意識の高揚を図り、適正   

    な業務の遂行を推進する。 

   イ 定期的に特定行政庁及び指定確認検査機関との共同の確認検査業務に関する会 

    議や勉強会を実施し、審査能力及び検査能力の向上及び県内での統一的な運用が 

    できるよう取り組む。 

ウ 指定構造計算適合性判定機関について県が指定した際は、年１回以上の立入検

査を実施し、また指定構造計算適合性判定機関と情報交換を実施することで、よ

り円滑で、かつ公正適確な構造計算適合性判定が行われる体制を構築する。 

エ 指定確認検査機関に対し、立入検査の結果を踏まえて、適確な指導・監督を実

施する。 

【特定行政庁が実施する事項】 

 ア 必要に応じて指定確認検査機関への立入検査を実施するとともに、申請図書の

抜き取り調査等を実施する。 

 イ 指定確認検査機関に対して建築基準法第６条の２第６項による通知を行った場

合、岡山県に対して情報共有を行う。 
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２ 建築士・建築士事務所に対する指導・監督の徹底 

 

 （１）趣旨 

   適切な設計及び工事監理等の業務の実施のため、建築士及び建築士事務所に対する 

  適確な指導・監督を徹底する。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の建築士及び建築士事務所への指導・監督状況は、次のとおりで

ある。 

   ア 建築士事務所への立入検査の実施 

   （ア）建築士法（以下「士法」という。）及び建築基準法違反の未然防止を目的と

して、士法第 26 条の２に基づき、定期的に県内の建築士事務所に立入をして

いる。 

   （イ）士法違反の疑いがある事務所については、その都度、立入をしている。 

   イ 建築士及び建築士事務所に対する指導・監督の徹底と、処分基準に基づく適正

な処分の実施 

   （ア）「岡山県建築士事務所の監督処分の基準」、「岡山県二級建築士及び木造建

築士の懲戒処分の基準」及び「岡山県建築士法違反取扱要領」に基づき建築士

及び建築士事務所の指導・監督及び処分を行っている。 

   （イ）県が建築士や建築士事務所の処分を行った場合や国、他県から処分通知が送 

     られてきた場合は、県内関係機関（特定行政庁、指定確認検査機関、指定構造 

     計算適合性判定機関、一般社団法人岡山県建築士会、一般社団法人岡山県建築 

     士事務所協会）に、処分通知の写しを送付している。 

   ウ 士法第 22 条の２の規定による建築士の定期講習及び士法第 24 条第２項の規定

による管理建築士講習の受講義務について、建築士事務所への立入や各種講習会

にて、周知を行っている。 

   エ 士法第 23 条の６の規定による建築士事務所の業務報告について、未報告事務所 

    に対し督促状を送付している。 

 

 （３）目標 

   ア 建築士事務所への計画的な立入検査を実施する。 

   イ 定期講習等の受講の徹底を実施する。 

   ウ 業務報告の報告率の向上を目指す。 

 

 （４）取組 

  【岡山県が実施する事項】 

   ア 各種講習で法改正の内容を含めた士法の内容の周知に努める。また、建築士事 

    務所への立入を継続的に行う。 

   イ 特定行政庁、指定確認検査機関及び指定構造計算適合性判定機関と密に連携し、 

    士法違反に対する迅速な対応に努める。 
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   ウ 各種講習の未受講者をなくすため、岡山県建築指導課のホームページへの掲載 

    やダイレクトメールの送付等により、引き続き、受講義務の周知を行う。 

   エ 業務報告について、引き続き、未報告事務所に対して督促状を送付し、また、 

    各種講習で業務報告の周知を行い、報告率の向上に努める。 

   オ 士法に基づく所属建築士の登録及び変更の届出について、各種講習や岡山県建 

    築指導課のホームページ等で周知を行い、届出の徹底に努める。 

   カ 士法に基づく書面による契約締結の義務化について、各種講習や岡山県建築指 

    導課のホームページ等で周知を行い、設計等の業の適正化に努める。 

   キ 士法に基づく図書保存の制度の見直しについて、各種講習や岡山県建築指導課 

    のホームページ等で周知を行い、図書保存の適正化に努める。 

  【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 確認申請窓口において、定期講習の受講の促進など、建築士制度の周知徹底及

び注意喚起に努める。 

   イ 一級建築士、二級建築士、木造建築士又は建築士事務所に対して、違法行為等

に関し把握した情報について報告聴取等を行い、士法等に違反する可能性が高い

と判断される場合、岡山県に対して情報共有を行う。 

 

第３ 違反建築物対策等の徹底 

 

１ 違反建築物対策の徹底 

  

 （１）趣旨 

近年においても、防火関係規定等の違反のある建築物が引き続き確認されており、

これらの建築物において火災等が発生した場合には重大な被害が発生することが危惧

されている。また、広域にわたる多数の建築物における施工不備等による違法行為等

の情報に迅速かつ適確に対応することが求められている。こうしたことから、県民の

生命、健康及び財産を保護するため、消防、警察、福祉その他の関係機関、建設業許

可等の関係部局と連携し、違反建築物の実態を把握するとともに違反建築物対策を計

画的かつ強力に推進する。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の違反建築物対策の状況は、次のとおりである。 

   ア 違反の疑いがある建築物等について通報があったときは、速やかに現地へ行き、 

    立入調査を行っている。また、違反建築防止週間及び建築物防災週間には、建築 

    工事現場へのパトロールを関係機関と合同で実施し、指導・監督及び啓発を行っ 

    ている。 

   イ 用途違反、道路突出等周辺への影響が大きい違反建築物をはじめとし、違反建 

    築物を把握した際には厳正かつ速やかに是正指導を行っている。 

   ウ 確認済証交付時に完了検査申請手続を案内するリーフレットを建築主宛てに配

付し、完了検査の受検を促している。 
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 （３）目標 

   違反建築物を未然に防止し、違反建築物は早期是正に努める。 

 

 （４）取組 

  【岡山県が実施する事項】 

   ア 違反情報及び違反対応の情報を、国、県及び特定行政庁とで共有し、早期是正 

    に努める。 

   イ 違反建築物に関与して処分を受けた建築士の情報を、国、県、特定行政庁及び 

    指定確認検査機関とで共有し、再発防止に努める。 

   ウ 管理建築士講習及び建築士の定期講習並びに建築士事務所の立入の際に、完了 

    検査の受検義務について周知を図り、適法な建築物の確保の推進に努める。 

【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 各関係機関と情報を共有し、違反の疑いのあるものに対して、連携して調査し、 

    是正指導等を行う。また、違反建築物の是正指導方針及び法的措置の決定に当た 

    っては、必要に応じて警察等関係部局間の連絡調整、その他の対応を効果的に進 

    めるため、岡山県建築行政マネジメント推進協議会を活用する。 

   イ 完了検査が未受検、定期報告が未報告の建築物に対し、必要に応じて実態調査 

    を行う。 

   ウ 違反建築防止週間には管轄エリア内をパトロールし、工事中の現場等の立入検 

    査を行う。また、通報等により違反の疑いのある建築物の情報を入手した場合は、 

    速やかに立入調査を行う。立入調査の結果、違反を発見したときは迅速、正確か 

    つ積極的に措置を行う。 

   エ 違反情報及び違反対応の情報を、国、県、特定行政庁とで共有し、早期是正に 

    努める。 

   オ 違反建築物に係る是正・指導の徹底 

   （ア）用途違反、道路突出など周辺への影響が大きい違反建築物の原因者、違反是 

     正指導に従わない者及び過去に繰り返し違反を行った者などに対して、特に厳 

     正に法に基づく措置を講じる。 

   （イ）完了検査で不合格となった建築物及び指定確認検査機関からの報告があった 

     建築物は、建築主に対して是正指導を行う。 

   （ウ）避難規定、防火区画等使用状況の変化、管理不十分な建築物について消防 

     機関等と連携し建築主、使用者に対して是正指導を行う。 

   カ 建築物を使用する事業者等に対し、建築基準法の規定についてパンフレット等 

    を申請窓口で配布し、違反建築物の未然防止に努める。 

 

２ 違法設置昇降機の安全対策の徹底 

 

 （１）趣旨 

   建築確認等の必要な手続きが行われていないエレベーター等の違法設置昇降機に

おいては、過去多くの重大事故が発生している。 
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   こうした状況を踏まえて、違法設置昇降機に関する情報の受付窓口の設置や県及び

所管労働基準監督署等との連携を図ることにより、違法設置昇降機の把握に努めると

ともに、構造等に問題のある昇降機については、安全が確保されるまで使用を停止さ

せた上で、所要の是正措置を実施させること等により、昇降機の安全対策を徹底する。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の違法設置昇降機の安全対策の状況は、次のとおりである。 

   ア 違法設置昇降機の把握のための情報収集 

   （ア）特定行政庁を相談窓口とし、昇降機に関する情報を随時受け付けている。 

   （イ）所管労働基準監督署等と連携し、昇降機の情報の共有を図っている。 

   イ 違法設置昇降機の確認及び是正・指導の徹底 

   （ア）違法設置の疑いがある昇降機についての情報を把握した場合、所有者に違法 

     設置の疑いがある昇降機の概要・設置状況等について、建築基準法第 12 条第５ 

     項に基づく報告書を求めるとともに、関係機関と連携し、速やかに立入調査を 

     行っている。 

   （イ）違法設置昇降機に対しては是正指導を行い、安全が確保されていない場合は 

     使用を禁止する措置を講じている。 

 

（３）目標 

   所管労働基準監督署等との連携を密にして昇降機の設置についての情報を共有し、

違法設置昇降機の削減に努める。 

 

（４）取組 

  【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 違法設置昇降機に関する相談窓口の周知及び計画的な立入調査等を着実に行い、

違法設置昇降機の情報を把握する。また、所管労働基準監督署等との情報交換を

より密にし、情報の確保に努める。 

   イ 違法設置昇降機の情報を把握した場合は、所管労働基準監督署等と連携し、所

要の是正措置を速やかに講じる。 

   ウ 昇降機の設置事業者（所有者，建築主）、設計者、施工者、指定確認検査機関

及び機器製作・製造業者等が、昇降機の新設・改修・増設時に関係法令を遵守し、

違法設置昇降機とならないように情報の提供を行う。 

 

第４ 建築物及び建築設備の適切な維持管理を通じた安全性の確保 

 

１ 定期報告制度の適確な運用による維持管理を通じた安全性の確保 

 

 （１）趣旨 

   定期報告の徹底により、建築物の損傷、腐食その他の劣化等の状況及び適法性につ

いて適確に把握するとともに、その結果を違反建築物対策や既存建築物の安全対策に
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活用する。そして、防火設備、昇降機・遊戯施設及びその他の建築設備等について維

持管理を通じた安全性確保を推進する。 

また、定期報告対象の積極的な指定等、適切な対応を行うほか、当該調査・検査及

び定期報告が適切に行われるよう、周知を徹底する。 

   さらに、効率化した検査・調査の実施を図るため、システム等による報告を可能と

し、電子による台帳整備を行うなど、定期報告のオンライン化への対応を検討する。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の特定建築物の定期報告の状況は、次のとおりである。 

 特定建築物定期報告率（建築基準法第 12 条第 1 項） 

 平成21年度  令和3年度 令和4年度 令和5年度 

全国平均 67.0 ％  72.3％ 75.6％ 75.9％ 

県全体 61.9 ％ ・・・ 74.8％ 83.8％ 85.1％ 

※当該年度に報告すべき件数のうち、報告がなされた件数による割合 

※定期調査報告対象建築物は指定用途・規模を３分類し、それぞれ３年毎に報告を

求めている。 

 

 （３）目標 

    特定建築物、昇降機、遊戯施設及びその他の建築設備等の所有者又は管理者に対

し、定期報告制度に対する理解及び防火設備検査の周知啓発を図り、定期報告率を

向上させる。 

 

 （４）取組 

  【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 定期報告制度の周知徹底 

   （ア）広くホームページや広報等により定期報告制度の概要の情報発信を行い、周 

     知徹底を図る。 

   （イ）報告年に該当する特定建築物の所有者又は管理者に対して、報告が必要であ 

     る旨の案内を行う。 

   （ウ）対象建築物の拡大や防火設備検査についての情報発信を行い、周知啓発を図 

     る。 

   イ 定期報告台帳の整備 

   （ア）定期報告台帳を整備し、未報告物件の抽出に役立てる。 

   （イ）定期報告台帳について随時最新のものに更新していく。 

   （ウ）防火設備検査定期検査報告台帳を整備し、対象物件の抽出に役立てる。 

ウ 未報告物件については、所有者又は管理者に対して督促をする。 

エ 未報告物件については、毎年、建築物防災週間等の時期の防災査察と合わせ、

消防機関等と連携した立入検査を実施し、また報告を行うよう指導徹底する。 

オ 検査結果が基準に適合していない場合の指導に対するフォローアップの実施報 



17 

告された内容により、安全性確保を目指すため、検査結果が基準に適合していな

い場合は是正指導を行い、早急な改善実施を促す。 

   カ 定期報告受付等のためのシステム整備を検討する。 

 

２ 建築物に係るアスベスト等の対策の推進 

 

 （１）趣旨 

   アスベスト対策の喫緊性に鑑み、小規模民間建築物を含めたアスベスト調査台帳の 

  整備や実態把握、吹付けアスベストを有する建築物に係るデータベースを早期に整備 

  するとともに、建築物所有者によるアスベスト改修を促進する。建築物石綿含有建材 

  調査者など専門家によるアスベスト調査の重要性を建築物所有者等へ周知するととも 

  に、労働安全部局や環境部局などアスベスト対策関係部局との連携によりアスベスト 

  対策の徹底を図る。 

また、快適で健康的な住宅で暮らせるよう、引続きシックハウス対策の徹底を図る。 

 

 （２）現状 

   本県における建築物に係るアスベスト等の対策の状況は、次のとおりである。 

   ア 建築物に係る吹付けアスベスト対策としては、相談窓口の設置やパンフレット 

    による周知及びホームページによる案内を行っている。 

   イ 吹付けアスベスト対策の補助制度は、岡山県では R7.4.１現在で次のとおりで 

    ある。 

 

補助制度の概要 

区分 補助の範囲 補助率 

国 市町村 

調査 住宅及び 

建築物 

吹付け材の吹付けアスベストの含有の有無

を調べるための分析調査等に要する費用 

10/10 － 

除去等 住宅及び 

建築物 

飛散の恐れがある吹付けアスベストの除去

等に要する費用 

1/3 1/3 

※市町村によっては、補助の範囲が異なる場合がある。 

 

   ウ 公共施設については、吹付けアスベストの有無の調査及び除去等を実施してき

た。一定規模・用途の民間建築物に対しては、吹付けアスベストの有無の調査及

び除去等の実施を指導してきたが、それ以外の民間建築物については指導の対象

となっておらず、吹付けアスベストの状況が確認できていない。 

   エ 建設リサイクル法の解体工事届出時にアスベストの適切な処置について記載さ 

    せるとともに、労働安全部局や環境部局に対象物件を報告している。 

   オ 建築確認申請時にシックハウス対策を確認し、完了検査時に適切に施工されて 

    いるか検査している。 
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 （３）目標 

   ア 県内の吹付けアスベストを有する建築物に使用されている吹付けアスベストが 

    適切に除去等されることを目指す。 

   イ リフォーム時におけるシックハウス対策を促進する。 

 

 （４）取組 

  【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 建築物に係る吹付けアスベスト対策についての補助制度を広く県民に周知する。 

   イ 県内の吹付けアスベストを有する建築物を抽出するため、対象となりうる時期 

    に建設された建築物に係るデータベース（以下、「アスベスト台帳」という。） 

    を作成する。 

   ウ アスベスト台帳により建築物所有者又は管理者に対し、吹付けアスベストの調 

    査依頼を実施し、吹付けアスベストが確認された場合、喫緊に除去等の安全対策 

    を行うよう指導する。 

   エ 労働安全部局、環境部局、リフォーム推進協議会等の関係機関と連携し、アス 

    ベスト対策・シックハウス対策の周知徹底を図る。 

   オ 建築物の解体等を行う際の有資格者による事前調査が義務化されていることか

ら、石綿含有建材調査者制度を周知して適切な事前調査を促す。 

【岡山県が実施する事項】 

  公共建築物における吹付けアスベストの使用状況を公表し、アスベスト対策の実

施状況及び重要性を周知する。 

 

３ 既存建築ストックの安全性の向上と有効活用 

 

 （１）趣旨 

   既存建築ストックの安全性の向上を図るため改修等を促進する。また，既存不適格

建築物の安全性を向上させるため、法制度や施策の周知を徹底する。 

   一方で、近年の建築基準法改正を踏まえた既存建築ストックの有効活用を図ること

も重要であることから、既存ストックの活用に当たっては、必要に応じて、インスペ

クション制度や住宅履歴情報の整備・蓄積等の既存住宅流通・リフォーム市場の活性

化に向けた取組との連携にも留意するほか、「既存建築物の現況調査ガイドライン」

の活用等により、既存建築ストックの有効活用を促進する。 

   また、令和４年の建築基準法改正において、旧４号建築物等から新２号建築物とな

るものの大規模の修繕・大規模の模様替については建築確認の対象となることから、

既存建築物の安全性確保を図るため、建築確認の適確な実施及び周知を徹底する。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の既存建築ストックの状況は、次のとおりである。 

   ア 法改正に伴い現行の基準に適合しない既存不適格建築物となってしまう場合が 

    あるが、そのことを建築物の所有者・管理者等が理解できていない。 
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   イ 過去において、検査済証の交付を受けていない建築物が存在する。 

 

 （３）目標 

   ア 既存不適格建築物に対応する法制度、施策の周知徹底を図る。 

   イ 既存不適格建築物について、安全性の向上の必要性を周知する。 

   ウ 既存建築ストックの有効活用に関する相談体制を整備する。 

 

 （４）取組 

  【特定行政庁が実施する事項】 

ア 周知徹底の取組 

（ア）確認済証や検査済証の交付時に、確認申請図書や検査済証等の保存の重要性 

     の周知を図る。 

   （イ）「既存建築物の現況調査ガイドライン」及び「既存建築物の緩和措置に関す

る解説集」を周知し、調査結果の活用を促す。 

   （ウ）増築等や用途変更に係る全体計画認定制度について周知し、円滑な運用に努

める。 

（エ）令和４年の建築基準法改正を踏まえた大規模の修繕・大規模の模様替に係る

建築確認制度を周知徹底し、適確かつ円滑に遂行する。 

イ 安全性の向上のための取組 

（ア）既存不適格建築物のうち、そのまま放置すれば保安上危険又は衛生上有害と

なるおそれがあるものや著しく保安上危険又は衛生上有害なものについては、

「既存不適格建築物に係る指導・助言・勧告・是正命令制度に関するガイドラ

イン」（令和元年６月 24 日付け、国住指第 654 号・国住街第 41 号の国土交通

省住宅局建築指導課長・市街地建築課長による技術的助言の別紙５）を参考に、

法第９条の４又は法第１０条の規定の適用を検討する。ただし、既存不適格建

築物の所有者又は管理者等に対し、定期報告制度などを通じて不適格事項や劣

化状況を認識させ、指導・助言・勧告・是正命令制度によらずとも自主的な改

善が図られるよう誘導する。 

（イ）既存不適格建築物のうち、特に保安上危険又は衛生上有害な部分については

是正指導を行い、早急な改善実施を促す。 

 

第５ 事故・災害時の対応 

 

１ 事故対応 

 

 （１）趣旨 

建築物、昇降機及び遊戯施設に係る人身事故が発生していることに鑑み、事故発生

時においては、消防部局、労働基準部局等関係行政機関との連携体制を活用した情報

収集や警察、労働基準部局に対する事故調査への協力要請など迅速かつ適確な事故対

応を行う。また、製造メーカーの工場等に対する立入検査の実施などを含め、再発防
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止策の指導や緊急点検の指示など事故の発生を防止するために必要な措置を行う。そ

の他、建築物等の所有者、管理者、設計者及び工事施工者等に対する注意喚起や建築

関係団体等外部組織との協力体制作りに取り組む。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の事故・災害情報の連絡体制は、次のとおりである。 

連絡体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）目標 

事故発生時の迅速な事故対応及び事故発生を防止するための取組を実施する。 

 

 （４）取組 

  【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 建築物利用者等からの通報、報道情報、法第 12 条第１項及び第３項に基づく定 

    期報告時に報告すべき不具合情報の把握や、消防機関等と連携して情報収集を行 

    うなど、広く情報を把握し原因を調査する。また、製造メーカーの工場等に対し 

    ても立入検査を実施し、事故が発生した際の対応の徹底に取り組む。 

   イ 岡山県建築行政マネジメント推進協議会を通じ、消防機関及び県警に対し、立 

    入検査等への協力や情報提供の要請を行い、迅速な対応を実施する。 

   ウ 類似の建築物等の所有者又は管理者等に対し、注意喚起及び事故防止対策の実 

    施を指導する。また、必要に応じ緊急点検等の実施を指示し、場合によっては建 

    築物への立入調査を実施する。 

   エ 岡山県建築行政マネジメント推進協議会、関連団体等と連携して、建築物等の 
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    利用に当たっての注意情報などを所有者・管理者等に対し周知する。 

  【岡山県が実施する事項】 

建築関連団体等外部組織との協力体制を整備する。 

 

２ 災害対応 

 

 （１）趣旨 

   地震等の災害時に被災建築物の倒壊等による二次災害を防止し、住民の安全を確保 

  するため、発災後速やかに被災建築物応急危険度判定が実施できる体制を整備する。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の岡山県被災建築物応急危険度判定士（以下「判定士」という。）

の登録状況は、次のとおりである。 

 

判定士の登録状況            （令和７年３月 31 日時点） 

体制名称 登録判定士数 目標判定士数 

岡山県被災建築物応急危険度判定 920人 930人 

 

 （３）目標 

   ア 登録判定士数は、目標判定士数を確保する。 

   イ 登録判定士の技術力の維持・向上を図る。 

   ウ 広域的な体制整備のために、国、他県、県内市町村との連携を図る。 

 

 （４）取組 

  【岡山県が実施する事項】 

   ア 応急危険度判定の登録判定士の確保については、岡山県被災建築物応急危険度 

    判定士認定要綱に基づき、継続的な判定士数の確保に努める。 

   イ 登録判定士の技術力の維持・向上については、岡山県被災建築物応急危険度判 

    定実施要綱に基づく判定作業を円滑に行うことができるよう、登録判定士に対す 

    る講習会等の開催や連絡訓練を実施する。 

   ウ 全国会議への参加により、連絡体制の強化や情報収集に努める。 

 

第６ 消費者への対応 

 

消費者問題への意識の高まりから、建築物についても安全・安心に係る様々な相談や

苦情が寄せられることに鑑み、建築行政においても消費生活センターとの連携等、消費

者への適切な対応、情報提供等を行う。 
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 （１）趣旨 

   消費者が抱える建築物についての安全安心に係る様々な相談や苦情に対し、早急か 

  つ適確に対応できる体制を構築する。 

 

 （２）現状 

   本県における現在の消費者への対応状況については、消費者からの相談及び苦情に 

  対して、個別具体的に可能な限り指導助言を行っている。 

 

 （３）目標 

   消費者からの相談・苦情内容を十分認識した上で、即時に担当部局で対応できるよ 

  うに、現在の連絡体制をより明確にした体制を整える。 

 

 （４）取組 

  【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 消費者からの様々な相談・苦情内容を踏まえ、消費生活センターとの連携によ 

    り、どの組織のどの部局が担当であるかが早急に判るように相談・苦情等連絡先 

    一覧表を作成し、ホームページ等による周知を行う。 

   イ 相談窓口を設置し、早急に苦情の処理が行えるような体制を整備する。 

 

第７ 執行業務体制の整備 

 

１ 内部組織の執行体制 

 

 （１）趣旨 

建築基準法は、建築物等に係る最低基準を定め、国民の生命、健康及び財産の保護

を図ることを目的としており、関係法令を含め、制度の適切な執行は極めて重要であ

ることから、具体的な施策を遂行するための効果的な業務執行体制の構築を図ること

が不可欠であり、令和４年建築基準法・建築物省エネ法改正により、旧４号建築物等

から新２号建築物となるものの確認審査に要する時間が増加することが見込まれるこ

とから、体制強化に係る検討が必要である。 

   また、令和４年第１３次地方分権一括法の改正に伴う建築基準法改正において、こ

れまで建築基準適合判定資格者検定の受検要件であった２年間の実務経験が登録要件

となったことや、二級建築基準適合判定資格者検定制度が創設されたことも踏まえ、

建築主事・建築副主事や確認検査員・副確認検査員の将来の配置業務を踏まえた執行

業務体制の検討及び若手人材の育成、確保のための取組を行う。 

   なお、令和５年第１４次地方分権一括法の改正に伴う建築基準法改正において、国、

都道府県又は建築主事を置く市町村の建築物の計画通知について、従来の建築主事、

建築副主事に加え、指定確認検査機関による審査・検査等が可能となったことにより、

県や市町村等の建築物に係る計画の審査等の業務量が減少することが想定される一方

で、特定行政庁には、違反建築物に対する是正指導、指定確認検査機関に対する監査、
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指定確認検査機関からの照会対応、法の運用の明確化等の行政職員でなければ行うこ

とのできない業務を果たす役割があり、建築基準法全般の知識及び技術の確保が必要

となるため、執行体制の検討及び人材の育成、確保のための取組を行う。 

 

 （２）目標 

   ア 迅速かつ適正な業務実施のための体制を整備、強化する。 

   イ 継続的かつ安定した建築行政等の業務が実施できる体制を整備する。 

   ウ 建築技術者としての技術能力や判断能力の向上を図る。 

 

 （３）取組 

  【特定行政庁、指定確認検査機関が実施する事項】 

   ア 建築確認業務、許可・認定、違反指導その他の業務について一体性を持って行

うため、指定確認検査機関や指定構造計算適合性判定機関と相互に連携する。（特

定行政庁） 

   イ 建築行政に携わる職員の長期的な視点からの人材育成を図るため、今までに蓄

積された審査等に係る法令の解釈・運用方針を明確化し、情報のデータ化、整理

を行い、それらの情報を活用していく。 

   ウ 法令改正、技術の高度化等を踏まえた建築行政担当者の審査技術、知識の向上 

    を図るため、各種研修・講習等への積極的な参加をするとともに、建築主事等の 

    資格取得に努める。 

   エ 構造計算に関する高度の専門的知識及び技術を有する者である建築主事及び確 

    認検査員の確保に努める。 

  【岡山県、指定構造計算適合性判定機関が実施する事項】 

   ア 建築行政に携わる職員の長期的な視点からの人材育成を図るため、今までに蓄 

    積された審査等に係る法令の解釈・運用方針を明確化し、情報のデータ化、整理 

    を行い、それらの情報を活用していく。 

   イ 法令改正、技術の高度化等を踏まえた建築行政担当者の審査技術、知識の向上 

    を図るため、各種研修・講習等へ積極的に参加する。 

 

２ 関係機関・関係団体との連携による執行体制の強化 

 

 （１）趣旨 

   建築物等の安全確保に当たっては、特定行政庁のみでできるものではなく、関係機

関・関係団体との役割分担を明確化し、連携を図る体制の整備が必要である。 

   特に、平成 30 年建築基準法改正により、法第 6 条第 1 項第 1 号の特殊建築物のうち 

当該用途に供する床面積の合計が 100 ㎡超 200 ㎡以下のものに用途変更する際の確認

申請が不要となったこと等に伴い、関係部局との連絡体制の整備、情報共有の推進等

の連携を実施する。 
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 （２）現状 

   本県における現在の関係機関・関係団体との主な連携体制は、次のとおりである。 

 

県内連携体制の概要                （令和７年３月 31 日現在） 

名称 目的 連携機関・団体 

建築物等に係る事故

情報連絡体制 

建築物に係る事故等が生じた場合、当該事

故のあった建築物を指導する関係機関・関係

団体とで早急に情報交換をし、適切な事故対

応を行う。 

・消防機関等の関係団

体 

建築物等に係る事故

及び火災発生時にお

ける連絡体制 

建築物や工作物の利用に伴い生じた事故又

は建築物等において発生した火災により人の

生命又は身体に係る被害が生じた場合におけ

る警察が行う犯罪捜査と特定行政庁が行う立

入検査その他の事故調査を円滑に行うことが

できるよう支障のない限り互いに協力を行

う。 

・岡山県警察本部 

岡山県建築行政マネ

ジメント推進協議会 

基本的生活基盤としての建築物の安全性の

確保と質の向上を図ることにより、県民の生

命、健康及び財産の保護並びに公共の福祉の

増進を図るため、行政機関と関係団体が協力

して円滑な経済活動の確保を前提としつつ、

建築物の安全性を確保するための施策を総合

的に推進する計画の策定を行う。 

・関係行政機関 

（32部局課） 

・指定確認検査機関 

（５機関） 

・建築関係団体 

（10団体） 

岡山県建築行政マネ

ジメント推進協議会

違反建築物等対策部

会 

法令に違反する主として既存建築物に対し

て、建築部局、消防機関及び警察部局が密接な

連携の基に協力して、効率的かつ合理的な行

政指導等を行うことにより、違法状態を是正

させ、建築物の安全性確保と良好な環境の維

持を図る。（建築部局・消防部局・警察部局

の違反建築物等対策における連携体制） 

・県関係団体 

・消防関係団体 

岡山県建築行政会議 

円滑かつ適正な建築行政指導を実現するた

め開催する連絡会議で、建築確認等での県内

統一した運用を実現するため、議論討議する。 

・県内特定行政庁（県

及び７市）、指定確

認検査機関、指定構

造計算適合性判定機

関 

 

（３）目標 

   過去に事故・災害等のあった建築物の用途に関係した機関・団体について把握し、 

  整理する。 
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 （４）取組 

   過去に事故・災害等のあった建築物の用途に関係した所管部署と連携し、情報の整 

  理及び共有に努める。 

 

３ データベースの整備・活用 

 

 （１）趣旨 

   適確な建築行政の推進のためには、確認審査・検査を始めとする建築物等に係る情

報を適確に把握することが重要であり、そのため、建築物等にかかる情報の蓄積、整

理、管理のための各種データベースの整備が必要である。 

   このため、データベースの整備・活用により、適宜、実態把握とその分析を行うと

ともに、抽出された課題の解決に向けた施策検討を行う。 

   また、事務作業等に要する時間を短縮し、審査・指導等の業務をより充実させるた

め、建築行政手続の電子化の推進と合わせ、書類の閲覧事務等のオンライン化や中間

検査・完了検査のリモート化への対応についても検討を行う。 

 

 （２）現状 

   本県における現在のデータベースの整備・活用の状況は、次のとおりである。 

   ア 建築確認・検査等にかかる情報についてデータベース化を行っている。 

   イ 指定確認検査機関からの確認審査・検査報告書について手入力を行っている。 

ウ 建築確認・検査の証明等の交付では、データベースを活用して、迅速な対応を

行っている。 

エ 建築士・建築士事務所に係る情報についてデータベース化を行い、建築士・建

築士事務所に対する必要な指導等を行うために活用している。 

 

 （３）目標 

   ア 建築確認・検査等のデータを活用した各種施策の展開と事務処理の迅速化を図

る。 

   イ 新規データの整備にかかる時間の短縮を図る。 

 

 （４）取組 

【特定行政庁が実施する事項】 

   ア 建築確認・検査等のデータを適切に維持管理することで、適確な建築行政を行

う。 

   イ データベースを利用し、定期調査報告など各種報告の督促の対策に活用する。 

ウ 指定確認検査機関が確認処分したものについて、報告書の提出に加えて電子デ

ータの提出を求めることで、データの整備作業を迅速に行う。 


